覚　　　　　書

　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と京都府公立大学法人（以下「乙」という。）は、医薬品医療機器等法第６８条の２及び第６８条の１０（昭和３５年法律第１４５号）に基づき「乙」の所属する医師が「甲」に対して行う副作用・感染症報告に要する経費について次の条項により覚書を締結する。

　　　　　　　　　　　　　　記

１．報告医薬品名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．報告医師名　　　　　診療科　　　　　　科　職名　　　　氏名　　　　　　　　
３．報告年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日

４．副作用名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５．１症例当り調査費　　　金　　　　　円（管理的経費及び消費税を含む）
６．報告症例及び症例調査費等

	症例数
	１症例単価

　　　　
	調査費

①×②

　　　
	管理的経費

(調査費×0.1)

③×0.1　　
	消費税

(③＋④)×0.1
	合計

③＋④＋⑤

　　  　 

	①

症例
	②      

円
	③     

円
	④        

円
	⑤

円
	⑥      

 円


７．甲は、この覚書が締結されたときは、６に定める経費について、乙の指定する納付書により納入しなければならない。
８．乙は、日本製薬工業協会の規定する「企業活動と医療機関の関係の透明性ガイドライン」に従い、甲の透明性に関する指針に基づき、本調査実施施設名、件数及び対価の支払い等について公開することを承諾する。
９．この覚書に定めのない事項又は、この覚書の事項について疑義が生じたときは、甲、乙協議してこれを定める。

上記覚書の締結を証するため、この覚書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自その１通を保有する。

　　年　　月　　日

甲　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　乙　京都市上京区河原町通広小路上る梶井町465番地

京都府公立大学法人　理事長　金田　章裕　　　　　　　　　　　　　　　　　
